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１ 外来及び入院医療費公費支援の事務手続きについて

1

時期 概要 公費負担者番号 受給者番号
〜５/７ 交付金による全額公費負担 ２８１４０６０６ ９９９９９９６
５/８〜 治療薬の薬剤費のみ公費負担 ２８１４０８０４ ９９９９９９６

○外来医療費

○入院医療費
入院開始 概要 公費負担者番号 受給者番号

Ａ 〜４/30※１ 入院勧告に基づく公費負担
（県or各保健所設置市） 既存の保健所ごとの番号 患者ごと保健所が通知する番号

Ｂ ５/１〜７※２ 交付金による全額公費負担 既存の保健所ごとの番号※3 ９９９９９９６
Ｃ ５/８〜 交付金による一部補助 ２８１４０７０５ ９９９９９９６

※１ ５/１以降も引き続き入院する場合、4/30までの入院はAの取扱い、5/1以降の入院はＢの取り扱い
※２ ６/１以降も引き続き入院する場合、5/31までの入院はBの取扱い、6/1以降の入院はＣの取り扱い
※３ 医療機関の所在地に対応する保健所番号を記載してください。



２ 外来医療費公費に係る業務フロー（現状〜5/7）

2

患者

支払審査機関
(社保・国保連)

HWC・C
保健所設置市

県

診療

診察希望

医療機関 医療費
請求

受領し
請求

請求受領
支払い

確認し
支払い

医療費
受領

・交付⾦による全額補助※   ・県にて一括支払い
公費負担者番号
２８１４０６０６（一律）

受給者番号
９９９９９９６（一律）

※コロナ陽性確定後の医療費全額

診断・
処方

陽性確定前の分

陽性確定
後の分

自己負担



３ 外来医療費公費に係る業務フロー（５/８〜）
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患者

支払審査機関
(社保・国保連)

HWC・C
保健所設置市

県

診療

診察希望

医療機関 医療費
請求

受領し
請求

請求受領
支払い

確認し
支払い

医療費
受領

・交付⾦による一部補助※   ・県にて一括支払い
公費負担者番号
２８１４０８０４（一律）

受給者番号
９９９９９９６（一律）

※対象となるコロナ治療薬の薬剤費のみ公費負担、⼊院してる者も同様

診断・
処方

薬剤費以外の分

薬剤費分

自己負担

対象となるコロナ治療薬
・経口薬
「ラゲブリオ」「パキロビッド」
「ゾコーバ」
・点滴薬
「ベクルリー」
・中和抗体薬
「ゼビュディ」「ロナプリーブ」
「エバシェルド」
※なお手技料等は公費対象外



４ 入院医療費公費に係る業務フロー（現状〜４/30）
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患者

支払審査機関
(社保・国保連)

HWC・C
保健所設置市

県
保健所設置市

入院

要入院診断

入院受入
医療機関

発生届
提出

発生届
受理

入院勧告
公費申請依頼

公費申請

申請
受理

交付決
定通知

通知
受領

患者へ通知

医療費
請求

受領し
請求

自己負
担確認

請求受領
支払い

患者へ請求

確認し
支払い

医療費
受領

自己負担有の場合

・感染症法の⼊院勧告に基づく公費負担 ・県及び保健所設置市にてそれぞれ費用負担
公費負担者番号
既存の保健所ごとの番号

受給者番号
患者ごと保健所が通知する番号

（保健所設置市の場合同一）



５ 入院医療費公費に係る業務フロー（５/１〜７）
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患者

支払審査機関
(社保・国保連)

HWC・C
保健所設置市

県

入院

要入院診断

入院受入
医療機関

医療費
請求

受領し
請求

請求受領
支払い

確認し
支払い

医療費
受領

・交付⾦による全額公費負担 ・県にて一括支払い（保健所設置市分は県に請求）
公費負担者番号
既存の保健所ごとの番号

受給者番号
９９９９９９６（一律）

発生届
提出 設置市分

請求受領
請求書を
県へ送付

（保健所設置市の場合のみ）



６ 入院医療費公費に係る業務フロー（５/８〜）
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患者

支払審査機関
(社保・国保連)

HWC・C
保健所設置市

県

入院

要入院診断

入院受入
医療機関

医療費
請求

受領し
請求

請求受領
支払い

確認し
支払い

医療費
受領

・交付⾦による一部補助※   ・県にて一括支払い
公費負担者番号
２８１４０７０５（一律）

受給者番号
９９９９９９６（一律）

※高額療養費の⾃⼰負担限度額から２万円を減額（２万円未満の場合はその額）

所得区分
確認

補助額
２万円

超える分

以下の分

自己負担



入院・外来公費に係るQ＆A

7

Q1 ５月７日に入院し、入院期間が８日以降に渡った場合の公費適用はどうなるか？
A1 ５月31日までの入院については、緊急包括支援交付金による全額公費負担となります。

請求の連絡を受けた保健所設置市等は、当該請求を県に送付し、県が交付金による支払いを行
う。６月１日以降も入院が継続する場合は、６月以降の公費対象はP.1記載のとおり一部補助
となります。

A2 ５月７日の24時（８日の０時）時点で切替えとなります。
患者が医療を開始されたタイミングを起点として、公費の適用をする。
詳細な診療報酬の算定に関わることを確認したい場合は、実例をもって厚労省保険医療課に
確認していただくようお願いします。

Q2 公費適用の切り替わりのタイミングはいつか？

A4 国において調整中のため、追って県あて通知される見込みです。
Q4 公費番号をまたいだ場合のレセプト請求について

A3 国が買い上げ、希望する医療機関等に無償で配分している薬剤については、引き続き薬剤費は
発生しません。一般流通し、国による配分が終了した薬剤については、薬剤費のみが公費対象と
なります。

Q3 国が買い上げている薬剤の公費支援の取扱いはどうなるか？


